
令和6年度熱中症対策事業の実績や課題、
令和7年度に向けての方向性等
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✓ 令和6年度熱中症対策事業の実施概要

✓ 令和6年度の課題と令和7年度の方向性

✓ ERCAのご紹介

ご説明事項



ERCAのご紹介



石綿健康被害者救済
年約1,300人救済
（累計約1.7万人）

科学技術・イノベーション人の命と環境を守る取組

地域の熱中症対策の先進事例の水平展開
（地域モデル事業支援）
改正気候変動適応法の公布 (R5 5/12)
（ERCAへ熱中症対策業務が追加）

熱中症対策の推進

公害健康被害補償・予防
（S63までに認定された）
ぜん息等認定患者３万人に補償給付

気候変動適応策

環境研究総合
推進費業務

5領域161課題の公募による
研究開発を推進(50億円)

気候変動領域

自然共生領域 安全確保領域

資源循環領域

統合領域

環境政策の実施機関として、①公害に係る健康被害の補償・予防、
②石綿健康被害の救済、③環境政策に貢献する研究・技術開発等
の推進、④民間団体が行う環境保全活動の支援、などを実施

R6 164件
活動基盤の強化、多様な主体
との連携・協働等の促進

人への投資
NPOの環境活動を
支援

高校生の環境活動を
表彰

8,000事業所等から賦課金(344億円)を徴収

Environmental Restoration and Conservation Agency
設立 平成16年4月1日
本部 神奈川県川崎市
組織 8部１室 169人
予算 516億円（支出）

R6 147件応募
若手の人材育成の強化

2325BA103 「極端高温等が暑熱健康に及ぼす影響と適応策に関する研究」

ERCAのご紹介
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●2023年度にSIP（プラスチック循環）開始、2024年度に熱中症対策が法定業務化。
●2024年4月、地域生物多様性増進法成立、地域生物多様性増進活動の促進等が法定業務化。
●2025年秋には、次期SIP（2028-32年度）新規課題に向けた議論が本格化
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廃棄物対策環境
パートナーシップ自然共生研究技術開発環境保健対策

1960
年代
1970
年代
1980
年代

1990
年代

2000
年代

2010
年代

2020
年代

1965 公害防止事業団

1993
地球環境基金

1988
新規認定終了

2022~2023
熱中症モデル

事業支援

1988
予防事業開始

2006
石綿健康
被害救済

1971
環境庁発足

2022
SIP-FS

2016
環境研究

総合推進費

2001
環境省発足

1998
維持管理積立金

2024
法定業務化

2023~27
SIPプラス
チック循環

1974
公害健康被害補償協会

2001
PCB処理助成

2024
地域循環共生圏

事業実施

2024.4 熱中症対策部（8人）設置
医師、救急救命士（非常勤）確保

2024年4月法制化
2025年度施行に向けた予算要求・体制づくり

2004 環境再生保全機構（川崎へ移転）

2024
地域生物多様性

増進法成立

ERCAのあゆみ
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公布日︓令和5年5月12日
気候変動適応の一分野である熱中症対策を強化するため、気候変動適応法を改正し、熱中症に関する政府の対策を示す実行計画や、熱中症の危険が高い場合

に国民に注意を促す特別警戒情報を法定化するとともに、特別警戒情報の発表期間中における暑熱から避難するための施設の開放措置など、熱中症予防を強化
するための仕組みを創設する等の措置を講じるものです。
■ 背景 ■ 主な改正内容
○熱中症対策については、関係府省庁で普及啓発等に取り組んできたが、

熱中症による死亡者数の増加傾向が続いており、近年は、年間1,000人を
超える年も。

○「熱中症警戒アラート」(本格実施は令和3年から)の発表も実施してきたが、
熱中症予防の必要性は未だ国民に十分に浸透していない。

○今後、地球温暖化が進めば、極端な高温の発生リスクも増加すると見込ま
れることから、法的裏付けのある、より積極的な熱中症対策を進める必要
あり。

熱中症による死亡者(5年移動平均)の推移
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出典:人口動態統計から環境省が作成

（人）

自然災害及び熱中症による死亡者数

日本の年平均気温偏差

出典:気象庁 日本の年平均気温

細線(黒)︓核燃の平均気温の基準値からの偏差
太線(青)︓偏差の5年移動平均値
直線(赤)︓長期変化傾向
基準値は1991年〜2020年の30年平均値

気候変動適応法の改正により措置現状
• 熱中症対策実行計画として法定の閣議決定
計画に格上げ

 関係府省庁間の連携を強化し、これまで以上に総
合的かつ計画的に熱中症対策を推進
※熱中症対策推進会議は熱中症対策実行計画において位置づけ

• 環境大臣が議長を務める熱中症対
策推進会議（構成員は関係府省庁の担当部局
長）で熱中症対策行動計画を策定
（法の位置づけなし）

（関係府省庁︓内閣官房、内閣府、総務省、文部科学
省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通
省、気象庁）

国
の
対
策

• 現行アラートを熱中症警戒情報として法に
位置づけ

• さらに、より深刻な健康被害が発生し得る
場合に備え、一段上の熱中症特別警戒情報
を創設(新規)

 法定化により、以下の措置とも連動した、より強
力かつ確実な熱中症対策が可能に

• 環境省と気象庁とで、熱中症警戒
アラートを発信（法の位置づけなし）
※本格実施は令和3年から

ア
ラ
ー
ト

• 市町村長が冷房設備を有する等の要件を満
たす施設(公民館、図書館、ショッピングセン
ター等）を指定暑熱避難施設(クーリング
シェルター)として指定（新規）

 指定暑熱避難施設は、特別警戒情報の発表期間中、
一般に開放

• 市町村長が熱中症対策の普及啓発等に取組
む民間団体等を熱中症対策普及団体として
指定(新規)

 地域の実情に合わせた普及啓発により、熱中症弱
者の予防行動を徹底

• 海外においては、極端な高温時へ
の対策としてクーリングシェル
ターの活用が進められているが、
国内での取組は限定的

• 独居老人等の熱中症弱者に対する
地域における見守りや声かけを行
う自治体職員等が不足

地
域
の
対
策

• 警戒情報の発表の前提となる情報の整理･分析等や、地域
における対策推進に関する情報の提供等を環境再生保全
機構の業務に追加

 熱中症対策をより安定的かつ着実に行える体制を確立

＜施行期日＞
• 熱中症対策実行計画の策定に関する規定︓公布の日から1月以内で政令で定める日
• その他の規定︓公布の日から1年以内で政令で定める日

政府･市町村等関係主体の連携した対策の推進により、熱中症死亡者数の顕著な減少を目指す

独立行政法人環境再生保全機構法の改正により措置

現行「アラート」の
告知画像

熱中症自然災害

635人129人2017年

1,581人452人2018年

1,224人159人2019年

1,528人128人2020年

755人150人2021年

1,477人26人2022年

1,651人35人（速報）2023年

（出典）令和6年度防災白書及び人口動態統計

気候変動適応法及び独立行政法人環境再生保全機構法の一部を改正する法律の概要



気候変動適応法及び独立行政法人環境再生保全機構法の一部を改正する法律に基づき、令和6年
4月1日から熱中症警戒アラート等の発表の前提となる情報の整理･分析等や、地域における熱中
症対策推進に関する情報の提供等がERCAの業務に新たに追加されました。

２ 熱中症対策地域モデル事業

全国の熱中症関係部局を対象に、
取組事例を全国に水平展開するため
の研修を実施します。

地域対面研修、オンライン研修、
e-learningを展開し、熱中症死亡者
数の半減を目指す。

３ 熱中症対策研修

暑さ指数(熱中症警戒情報の運用期間
外を含む。)及びその他の情報と、それ
らの健康影響の関係等の情報収集を実
施。

今後の専門家による議論や、環境省
による熱中症特別警戒情報の発表等に
活用される予定。

熱中症対策に関する優良事例の創出
の他、各地での取組事例の収集や共有
等により、地方公共団体等による熱中
症対策を支援。

1 熱中症警戒アラート等の
発表の前提となる情報の整理･分析

ERCA熱中症対策事業の概要
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令和6年度熱中症対策事業の実施概要



●特別警戒情報に該当する値となった場合に、環境省に対してプッシュ型でメール通知される「熱中症警戒情報
等関連システム」の試行版を構築
機能① WBGTの設定値の変更も可能。
機能② 同システムには、収集し環境省に提供する841か所の熱中症警戒アラートの運用期間外のWBGTの

データをインプットするとともに、試行的に運用期間中のWBGTもインプット。収集したWBGTデータ
について、都道府県別･観測地点別に期間やWBGTを指定して容易に解析できる履歴検索機能を搭載

機能③ クーリングシェルターのマッピング機能も搭載

1 熱中症警戒アラート等の発表の前提となる情報の整理･分析

ERCA

データ収集

地図表示
データ分析

環境省

情報提供

気象業務
支援センター

データ
提供サーバ

期間外WBGT

環境省
予防情報サイト

電子情報提供サービス

期間中WBGT
データ取得

市区町村
指定暑熱
避難施設

情報提供

「熱中症警戒情報等管理システム」
(試行版)
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●熱中症警戒アラート運用期間(4月の第4水曜日から10月の第4水曜日まで)の妥当性の検証のため、
期間外におけるWBGT(全国841地点)を収集し、解析。
※運用期間中は環境省がWBGTを公開。

●クーリングシェルターのマッピングを行い、ERCAのWebサイトで公開。

地点を選択するとWBGTの推移が確認可能

日本地図上で
熱中症警戒アラート等の
該当地域を俯瞰

＜WBGTの収集＞ ＜クーリングシェルターマップ＞

ダウンロード機能

(1) 熱中症警戒情報等管理システム(試行版)
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● 令和7年1月30日現在6,804施設(410市区町村)を掲載
● 令和6年９月17日よりERCAのホームページでマップを公開
● 利用者及び地方公共団体の利便性を高めるため、施設情報一覧のダウンロード機能を搭載

(2)「熱中症警戒情報等管理システム」(試行版)でのクーリングシェルターのマッピング

＜ERCAのWebサイトに掲載＞

都道府県を選択
（例︓愛知県）

市町村を選択
（例︓一宮市）

ダウンロード機能
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楢葉町
高齢者への啓発及び社会福祉協議会との
連携並びに脳の健康と熱中症対策に着目
した取組を行う。

いすみ市
救急搬送者の6割を占める高齢者のリスク低
減のため、高齢者が集まる施設の代表者へ
チラシ等を利用し説明を行う。

福島県
県内の指定暑熱避難施設やその候補施設の
登録とマップ公開を行う。

金沢市
県内高齢者への啓発及びクーリングシェルターの
取組と合わせて、令和6年能登半島地震による被
災者の熱中症対策も本事業で対応を検討。

吹田市
これまでのプラットフォーム会議を活用し、
「熱中症対策普及団体」の指定に関する
課題を整理する。

府中市
高齢者が立ち寄りやすい市街地にある公共
施設やショッピングセンターをクーリング
シェルターとして指定･開放などを行う。

渋谷区
小学校や区内の各種イベントにおいて、
パネル表示やクールスポットの設置等を
通じて、熱中症対策への理解を促進する。

横須賀市
「熱中症に負けない地域づくり」を目指し、
民生委員等を対象とした講習会などを実施。焼津市

プロジェクトチーム、ワーキンググループ
など庁内体制を整備するとともに、民生
委員等を通じ熱中症弱者への支援を行う。

2 令和6年度 熱中症対策地域モデル事業
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吹田市
●全国12万人のケアマネジャーや家族による高齢者の

見守り･声かけ用に「高齢者向け熱中症対策ブック」
を作成

●全国の地方公共団体が地域の実情に応じて
カスタマイズできるよう準備予定

渋谷区
●区内の小学校の校庭や体育館にWBGT計を置き生徒の

熱中症予防行動を促すよう分かりやすく情報伝達

●子ども向けのわかりやすい普及啓発資材を作成

玄関のモニターで伝達

小学校の校庭や
体育館でWBGTを
計測
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(1) 熱中症対策地域モデル事業



●長崎県環境保健研究センターが、令和2〜4年にかけて県内を7地域(長崎、佐世保、県央、県北、壱岐･対馬、
五島列島、島原)に分けて地域ごとに分析を実施し、その結果について普及啓発資料として作成･公表。

●特にリスクが高いとされた島原地区については別途詳細版を作成･公表。
●島原地域での高齢者を対象とした出前講座や主催又は出展イベント等で配布。県民への普及･啓発に活用。

※令和6年度ヒアリングによる

通常版
（島原地域）

地区ごとの
特徴を記載

要注意となる
世代を記載

要注意世代の
予防ポイント

出典 長崎県ホームページ https://www.pref.nagasaki.lg.jp/bunrui/kurashi-kankyo/kankyohozen-ondankataisaku/kikouhendo/heatstroke/1717728066.pdf

(2) 長崎県の取組事例① 研究センターによる分析

裏面表面
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https://www.pref.nagasaki.lg.jp/bunrui/kurashi-kankyo/kankyohozen-ondankataisaku/kikouhendo/heatstroke/1717728066.pdf


※令和6年度ヒアリングによる

■苦労した点 ■工夫した点

(表)

詳細版
（島原地域）

裏面

県内の暑さ指数調査のために、最大70地点(小学校)に温度･湿度を
記録するデータロガーを設置したため、各種調整やデータの回収、
整理、分析に苦労しました。

県民に「自分事」と捉えていただくために、県下全域ではなく、
地域別(7地域)の啓発資料として作成しました。

長崎県ホームページ
https://www.pref.nagasaki.lg.jp/bunrui/kurashi-kankyo/kankyohozen-ondankataisaku/kikouhendo/heatstroke/1717728065-3.pdf

表面

▲県内で比較的暑く、熱中症リスクが高い
とされる島原市、南島原市にて一般住民を
対象とした講演を実施。

写真は「あかね会」(ひとり暮らし高齢者
食事会(島原市))での講演の様子。

この他、市広報紙に研究成果に基づく
啓発記事も掲載。

(2) 長崎県の取組事例② 分析に基づく普及啓発
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●対 象︓全国の都道府県市町村の熱中症関係部局(環境、健康、保健、福祉、教育、防災等)
●実施方法︓形式は地域対面研修、オンライン研修、 eラーニング

・地域対面研修︓死亡者数等、熱中症リスクが高い地域からR6年度は10都道府県で開催。
(R7年度は12府県で開催予定。)

・オンライン研修︓主に地域対面研修に参加できない方等を対象に2回開催。
・eラーニング︓熱中症や法制度に関する基礎的な内容を通年配信。

→令和6年度は、全国の自治体から約1,300名が研修に参加。(自治体数702(全自治体数の39.1％))

内容項目

開催地︓10都道府県（北海道、山形県、福島県、東京都、福井県、大阪府、和歌山県、
愛媛県、鹿児島県、沖縄県）※R6年度実績

内 容︓法制度説明、地域における熱中症対策
事例紹介、救急専門医による座学
被害状況･暑熱環境等に関する座学
庁内連携促進のための意見交換会

①地域対面研修

対 象︓地域研修に参加できない方・希望者
内 容︓5月 新任者向け法制度説明会

7月 救急専門医による座学
被害状況・暑熱環境等に関する座学

②オンライン研修

R6.5月公開︓
①法制度説明、②地域における熱中症対策事例紹介、③熱中症について
R6年度下期︓R7年度に向けた新規コンテンツの制作

③eラーニング

16
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(2) 地域対面研修への参加者の声
●地域の実情に応じて幅広い関係者を巻き込んだ熱中症対策の基盤整備(特に、庁内体制の構築、高齢者等への
見守り･声がけの促進、クーリングシェルターの指定)を早期に促すため、自治体内の庁内連携体制の中核と
なる保健(5割)･環境(3割)部門の職員の参加を得て、消防本部単位の死亡者数、県別エアコン普及率などの
地域レベルまで落とし込んだ分析データを提供しつつ、平時や緊急時の企画･調整･対応力の向上を図る演習
を含む地域対面研修を実施。地方公共団体間のネットワークの形成も促進。

＜6/5 愛媛＞

＜6/19 大阪＞

自治体職員168人
アンケート理解度上位2段階が99％

参加者の声
●熱中症対策の詳細や、気象の将来予測、消防本部単位での

熱中症被害の実態といった、地方公共団体内の説得材料と
なる政策立案に必要なエビデンスを取得することができた。

●同じ自治体内でも部局が異なると意思疎通が難しかったの
だが、演習をきっかけに意思疎通を図ることができた。

●町内でどのように熱中症対策を進めればよいか相談相手が
いなくて一人で悩んでいた。国や県などの関係者がface to 
face で顔をあわせ、個と個のコミュニケーションをとる
貴重なきっかけを得た。

●対面で相談、情報共有でき、非常によい機会になった。

●自分の地方公共団体の具体的な課題･解決案のアイデア出しと、
他の地方公共団体の担当者とのネットワークができたので、
持ち帰って活かしたい。

●来年も対面方式で開催してほしい。
17



(3) オンライン研修
●主に地域対面研修に参加できない地方公共団体の職員を対象にしたオンライン研修では、5月に新任者向け
の法制度、優良事例の研修を実施。

●7月には、全国10地域で開催した地域対面研修での講義内容のまとめ的な位置づけで、救急専門医による高
齢者が熱中症に至る実態や行動変容を促す声かけの具体例、救急救命士による搬送者現場の実態・タイムラ
イン・演習方法、都道府県別データ(人口当たり搬送者数･死亡者数･自宅での死亡率など)など、地域の政策
立案を促す研修を実施。

第1〜2回の自治体職員952人
理解度上位2段階が92〜96％

18



(4) 学会との共催セミナーでの熱中症の現場対応の体験学習メニューの創出

●地方公共団体においては職員・住民向けに、熱中症患者の救急搬送までの現場対応力の向上のための実践的
な体験学習(ハンズオン)研修の開発・実施を望む声が寄せられている。

●このため、10月に日本救急医学会総会･学術集会とERCAの共催により、体験学習研修のメニューを試行
するセミナーを実施。成果は、7年度の研修メニューの開発につなげる予定。

19



4 その他自治体、広域協議会、大塚製薬(株)等との連携による優良事例の水平展開

１ 地方公共団体との連携

●予算事業である10都道府県における地域対面研修、2回にわたるオンライン研修、3コンテンツによるERCA
ホームページでのe-learningに加え、ERCAにおいては自主的な創意工夫により、
１．講師派遣依頼に応えて6県における市町村を集めた会議における講演
２．7ブロックにおける気候変動適応広域協議会での情報提供
３．大塚製薬の11か所での「熱中症対策健康会議」等でのプレゼン
４．220件を超える地方公共団体からの問合せに対応

●6県からの講師派遣依頼を受けて、4月 三重県、5月 愛知県、6月 岐阜県(WEB)･愛媛県、7月 広島県、8月
長野県において、ERCA職員が地域レベルに落とし込んだ分析データや、優良事例について講演

2    気候変動適応広域協議会との連携
●7ブロックの適応広域協議会にそれぞれ2〜3回参加し、地方環境事務所、関係省庁の地方支分部局、地方

公共団体に対して、ERCAの取組や地方公共団体の取組優良事例などについて情報提供

３ 連携協定に基づく大塚製薬(株)との連携
●790を超える地方公共団体と連携実績･ネットワークを持っている大塚製薬(株)と連携協定を締結（R6.3月)
● 5月に開始したERCAホームページにおける地方公共団体職員向けのｅ-learningにおける優良事例の展開
●大塚製薬(株)が主催して地方公共団体の首庁・職員や地域団体が参加する11か所での「熱中症対策健康会
議」

● 6月にERCAと共催した北関東におけるセミナーにおいて、ERCA職員が優良事例などを講演

４ 地方公共団体からの問合せへの対応

●法制度やクーリングシェルターの指定などに対する、 220件を超えるの問合せに対し、優良事例が水平展開
されるよう対応 20



令和6年度の課題と令和7年度の方向性
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九州南部は、 WBGT31〜33程度で推移、沖縄はWBGT32〜33程度で推移

都道府県内日最高WBGTの地域別平均値(環境省熱中症予防情報サイトのデータに基づき(独)環境再生保全機構が作成）
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地域別の暑さ1 今夏の振り返り ②地域別の暑さ
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2 夏の研修事業の評価を踏まえた改善の方向性
●研修内容や庁内連携体制構築状況等についての参加者アンケート結果や、都道府県別の熱中症死亡者数･人口当たり

死亡者数･研修参加職員数の分布を含む自己評価を踏まえ、ロジ・サブの両面から改善の方向性を検討。
評価(優先度の高い課題例) 改善の方向性

〇要望の高い研修課題は、優良事例の紹介、庁内連携の
促進、発症機序･ハイリスク層･予防方法など

〇地域対面研修開催都道府県内の市町村のうち、研修に
参加した市町村の割合は16％

〇7年度ｅ-learningのコンテンツとして、①制度、②優良
取組事例、③統計的情報提供、④生理学的情報提供

〇ロジ面の強化(開催地都道府県へ事前説明。交通の便のよ
い会場。e-learningを活用し半日完結へ変更など）

〇地域対面研修参加市町村のうち庁内連携済みは15％
〇クーリングシェルターの指定促進も喫緊の課題 〇地域対面研修の開催数を12県に拡大

〇都市部においては、高齢者の死亡者数が突出 〇都市部における高齢者対策の対面研修を検討

1

２

24
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（1）目的︓地域社会の優れた取組や創意工夫に富んだ熱中症対策を促進し、全国へ水平展開することにより、全国的に
熱中症対策を進める

（2）対象︓地方公共団体等を対象に公募し、評価委員会の審査を経て採択
（3）経費︓最大500万円（税込）

(３)熱中症対策普及団体
(２)既に熱中症対策に

取り組んでいる地方公共団体
(及び共同実施者)

(１)これから熱中症対策に
取り組む地方公共団体
（及び共同実施者）

対象

①〜③のすべて必須①〜⑪より４つ(以上)を選択。①を必須。②〜④より１つ(以上)を選択。

事業
内容

①熱中症対策普及団体として
の活動
・独居高齢者等の家族又は支
援者による効果的な見守り
・SNSやインターネット等を
利用しない高齢者等への効果
的な声かけ
・エアコンを設置していない
独居高齢者等の支援
・児童、生徒等への教育、広
報、普及･啓発

②熱中症対策普及団体を構成
する職員等の力量向上を図る
ための教育、研修
・熱中症に関する基礎知識
・個人情報保護、情報セキュ
リティ等

③その他応募者が必要と認め
る事項

①高齢者と接する機会の多いケアマネジャー、ヘ
ルパーや民生委員に焦点を当てた普及･啓発ツー
ルの作成

②独居等の理由により孤独・孤立状態となってい
る高齢者に焦点を当てた普及･啓発ツールの作成
と特別警戒情報発表時の避難・誘導試行（とその
課題報告）

③認知症や軽度認知障害等の理由により日常生活
に支障がある、またはそのおそれのある高齢者に
焦点を当てた普及･啓発ツールの作成と特別警戒
情報発表時の避難･誘導試行（とその課題報告）

④エアコンの普及率の低い地方、地域や世帯に焦
点を当てた普及･啓発ツールの作成

⑤指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）の
休日、夜間開設試行（とその課題報告）

⑥特別警戒情報発表時の庁内、庁外連携・協力の
ためのタイムライン作成
⑦〜⑪ 略

【必須】①庁内連携(例︓会議体、協議
体の設置など、具体的に連携や協力を進
める部局名を計画に含める）を行うこと

②主として高齢者を対象とした、熱中症
予防行動の普及啓発（応募地方公共団体
において実績のないツールの試行、効果
の検証)

③指定暑熱避難施設（クーリングシェル
ター）の指定（既に指定されている場合
にはその質、量の充実や拡大）

④その他応募者が必要と認める事項
（例︓庁外の団体･組織等との協力関係
の構築など）

2月21日（金）受付終了

3 令和7年度 熱中症対策地域モデル事業 公募要領(抜粋)
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令和6年度モデル事業現地訪問（焼津市役所 健康福祉部 健康づくり課）

静岡県環境衛生科学研究所とWBGTの関係の検討結果について資料をもとにご説明頂いた。
焼津市からは、焼津市における熱中症対策の取組をご説明いただくとともに、複数のクーリングシェルターを
ご案内いただいた。
焼津市役所 健康福祉部 健康づくり課からは、「対策を進める上で暑熱環境や搬送者数等に関するデータは
重要であるものの入手できなかった。今後も研究所からご提供いただけるとありがたい。」との意見を頂いた。

▲ディスカッションの様子

4 静岡県環境衛生科学研究所と焼津市とのディスカッション
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＜課題＞
・今夏も暑い夏が予想される
・令和6年の熱中症死亡者数は全国で2,000人を超える見込み

（厚生労働省 人口動態統計月報（概数）2,033人（令和６年９月分））
・特に高齢者の死亡者数が高止まりであり、高齢化を考慮したより一層の

取組が必要
・地方公共団体における関係部署との連携体制の構築については、進んで

いるものの、過半には届いていない。
＜令和7年度の方向性＞
・多くの方にご参加いただくため、研修の参加しやすさを向上
・熱中症死亡者数半減を目的とした、より具体的な研修、モデル事業を実施
・関係部署の連携を促す働きかけを推進

今後の取組については、ERCAホームページをご覧ください。

研修申込が開始されましたら
ERCA熱中症対策ホームページ内にある

＜自治体ページ＞に掲載します。

※ID、PWは令和6年4月に発出しております事務連絡を
ご確認ください。

【URL】
https://www.erca.go.jp/heatstroke/index.html

まとめ

27

https://www.erca.go.jp/heatstroke/index.html


ご清聴ありがとうございました

〇熱中症対策に関するお問合せ〇
独立行政法人 環境再生保全機構
熱中症対策部 地域熱中症対策課
044-520-9584
heat@erca.go.jp

お気軽に
お問い合わせ
ください︕

mailto:heat@erca.go.jp

